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全国一斉記者会見　『基本合意』を守れ！

障害者自立支援法違憲訴訟　原告団・弁護団
１　障害者自立支援法の本質的問題と違憲訴訟提訴に及んだ原告らの思い
障害に起因する援助を「益」とされ、障害者は、利用料を払うたびに、自己に障害があることに自責の念にかられる。障害者自立支援法は、障害を自己責任とし、障害者の尊厳を傷つけている。「障害がある故に」人の生活の根幹にかかわることに、障害者にのみ自己負担を強いることは、法の下の平等（憲法１４条）に反する。障害者を支える関係を「サービスと対価」に分断し、その生活の場も危うくし、障害者の健康で文化的な最低限度の生活（憲法２５条）、幸福追求権（憲法１３条）も保障されていない。
障害者は、その思い、悲痛な叫びを、政治ではなく、人権の砦であり、違憲審査権を有する司法に訴えた。その第一次全国一斉提訴が、同法成立からちょうど３年目の２００８年１０月３１日だった。

２　国との基本合意

国は、２０１０年１月７日、原告団・弁護団と間で、基本合意をした。
【基本合意文書の主な内容】
	憲法第13条、第14条、第25条、ノーマライゼーションの理念等に基づき、違憲訴訟を提訴した原告らの思いに共感し、これを真摯に受け止める。

	障害者の人間としての尊厳を深く傷つけたことに対し、原告らをはじめとする障害者及びその家族に心から反省の意を表明するとともに、この反省を踏まえ、今後の施策の立案・実施に当たる。

	速やかに応益負担（定率負担）を廃止し、遅くとも平成２５年８月までに、障害者自立支援法を廃止し新たな総合的な福祉法制を実施する。

	「障がい者制度改革推進会議」や「部会」における新たな福祉制度の構築に当たっては、現行の介護保険制度との統合を前提とせず、……原告らから指摘された障害者自立支援法の問題点を踏まえ、次の事項について、……、しっかり検討を行い、対応していく。
①利用者負担のあり方、②支給決定のあり方、③報酬支払いの方式、④制度の谷間のない「障害」の範囲、⑤権利条約批准の実現のための国内法整備と同権利条約批准、⑥障害関係予算の国際水準に見合う額への増額

	基本合意につき、今後の適正な履行状況等の確認のため、原告団・弁護団と国との定期協議を実施する。


３　訴訟上の和解で訴訟終結、首相官邸での「基本合意」確認

全国各地での裁判は、さいたま地裁を皮切りに、「基本合意」を確認する訴訟上の和解により終了した。それは、まさに「基本合意」の実現を国が約束したからにほかならない。
全国最後の和解となった東京地裁の期日の日には、全国の原告団、弁護団が集結、裁判後、第一回定期協議、また、首相官邸に赴き、鳩山由紀夫総理大臣（当時）から障害者自立支援法の廃止の約束を直接聞いた。
４　障がい者制度改革推進会議（総合福祉部会）の「骨格提言」
　　政府は、「基本合意」を受けて、障害当事者が構成する、障がい者制度改革推進会議（総合福祉部会）を設け、障害者自立支援法廃止後の新法の検討をさせた。同部会は、１８回に及ぶ討議の末、２０１１年８月、「骨格提言」をとりまとめた。その「骨格提言」では、障害者権利条約と「基本合意」が二つの指針として明示されている。
５　「基本合意」とは明らかに異なる「改正」法案

　　ところが、驚くことに、今般、「基本合意」を締結した厚生労働省から、第１８０回国会上程予定の「改正」法案がだされ、「基本合意」時の政権与党である民主党の政策調査会厚生労働部門会議（座長は基本合意に署名した長妻昭氏）は、これを概ね了承するに及んだ。この「改正」法案は、「基本合意」の内容とは明らかに異なるもので、約束違反のそしりを免れない。

1 廃止ではない。
名称だけ変更しても廃止ではない。現行の１１５の条項のうち１０６条項は完全に現状維持で、実態は一部改正法。

2 障害者が「権利」の主体でない。

変更予定の名称も「支援法」のまま、体裁は給付法。権利条約批准の国内法整備のための「障害者が権利の主体となる法律」ではない。

3 支給決定のあり方が未定。

障害者が「できないこと」を積み重ねて決まる「障害程度区分」はそのまま。個々の必要性に即した支給決定になる見通しは全く不明。
4 利用者負担が見直されていない。

「『家計』の負担能力」（配偶者等の所得）、家族依存が前提の現行法のまま。また、障害と負担を結びつける「応益負担」も撤廃されていない。
　他の点も、「障害」の範囲、報酬支払い方式など、「基本合意」で約束した「しっかり…対応していく」ものとは、ほど遠い「改正」法案である。
６　「基本合意」は憲法の理念に基づくもの
国は、「基本合意」で、憲法に違反すると提訴したことに共感し、約束した。その約束は、国（行政）が司法の場で確認したものでもある。この約束を守らないことは、共感したはずの憲法違反の疑いをそのままにすることを追認したとも評価されかねない。

国が約束した、この「基本合意」は、憲法の理念に基づくものであり、国民の基本的人権の保障そのものを具体的に約束したものである。したがって、行政の担い手が誰になろうと、また、政局がどのように変わろうと、揺るぎないものとして、国が遵守しなければならないもののはずである。

７　「基本合意」の実現こそが、真の意味の共生社会の実現
　　「改正」法案では、「基本合意」はまったく実現しない。私たちは、「基本合意」の適正な履行に逆行する「改正」法案上程に、強く抗議する。

「基本合意」の実現こそが、真の意味で共生社会が実現することなるものである。

国が自ら約束した「基本合意」を遵守し、国際社会においても恥じることのない国として、障害の有無にかかわらず国民ひとり一人の基本的人権が保障される社会になることを願ってやまない。

［支援団体］

「障害者自立支援法訴訟の基本合意の完全実現をめざす会」
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